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経済産業省 ビジネスと人権 実務参照資料： 

解説と実践に向けたアドバイス 
 

株式会社オウルズコンサルティンググループ 
「ビジネスと人権」チーム （潮崎 真惟子 ・ 矢守 亜夕美） 

 
 

経済産業省は 2023 年 4 月 4 日に「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料」

を公開しました。2022 年 9 月に発表した「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」

に基づき、企業の実務担当者が人権デュー・ディリジェンスなどを実践していく際の参考情報をまとめたものです。

日本政府がこれまで「ビジネスと人権」の分野で発出してきた資料の中でも、最も詳しく企業の担当者向けの実務

の解説を記載し、企業の取組みを促すことを意図しています。 

オウルズコンサルティンググループでは、経済産業省に対して本資料作成のための資料提供等のサポートを

実施してきました。（経済産業省の公表資料にも「本資料は、株式会社オウルズコンサルティンググループから提

供を受けた資料を基に、経済産業省が作成しています。」と記載されています） 

 本稿では、この実務参照資料について、企業の担当者目線での使い方や役立つ関連情報を解説します。実務

参照資料をもとに企業担当者がより取組みを進めやすいよう、関連情報として人権方針の文章サンプルや、人権

リスクの特定に有用な Web ツール・資料もご紹介します。これらは本稿にしか掲載していない情報ですので、是

非ご一読いただき活用ください。 
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I. 詳説：「人権尊重のための実務参照資料」とは？  

 

 Ⅰ-１. 概要と位置付け 

「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料」は、2022 年 9 月発表の人権尊重ガ

イドラインをもとに実務的な解説をまとめた資料です。まだ人権関連の取組みを本格的に進められていない企業

を主な対象企業として、人権尊重の取組みの進め方を説明しています。 

資料は、本体と 2 つの別添資料で構成されています。本体で説明された人権デュー・ディリジェンスの進め方

をもとに、別添１内の参考情報を使いながら、別添２の作業シートに各企業担当者が入力をすることで人権リスク

の特定・評価を進められるような仕立てとなっています。 

 

図表 1 「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料」概要 

 

発行日 2023 年 4 月 

主な想定対象企業 中小企業をはじめ、これから本格的に人権尊重の取組を進めていく企業 

人権尊重の取組みの 

解説対象の内容 

「人権方針の策定・公表」と「負の影響の特定・評価」 

（※解説対象ではない内容：上記以外の取組み。具体的には、「負の影響の防止・軽減」、

「取組の実効性評価」、「説明・情報開示」、「救済」、「ステークホルダーとの対話」については

解説されていない） 

資料構成 

①「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料」（本体） 

②（別添１）参考資料  

：企業が人権侵害リスクを特定するための参考情報をまとめた資料 

③（別添２）作業シート（Excel） 

 ：企業が①②をもとに人権リスクを特定するためのワークシート 

位置付け 
「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」（2022 年 9 月）をもと

に、企業の実務担当者向けにより具体的な手順や内容の例を示しています 

（出所）オウルズコンサルティンググループ作成 
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今回の実務参照資料は、人権尊重の取組ステップの全てについて解説しているわけではありません。ガイドラ

インで示された取組ステップ全体像のうち、最初に位置する「１．人権方針の策定・公表」と「２－①. 負の影響の

特定・評価」が解説対象となっています。本資料は、これから本格的に人権尊重の取組を進めていく企業を主な

対象として作成しているため、取組みの最初のステップを後押しする内容となっています。 

 

図表 2 人権尊重の取組の全体像と実務参照資料のカバー範囲 

 

 

（出所）経済産業省「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料」 

 

 Ⅰ-２. 「人権方針の策定」の解説 

実務参照資料で解説されている「人権方針の策定」と「負の影響の特定・評価」の内容をそれぞれまとめていき

ます。まず「人権方針の策定」については、大きく「策定ステップ」と「方針の内容例」が掲載されています。 

策定ステップは、①まず社内外で情報収集を行い自社が関与しうる人権侵害リスクを把握した上で、②人権方

針案を作成し、③企業トップを含む経営陣の承認を得て、④社内外に公開・周知するという内容です。 

より具体的に実務の参考になる内容は、次の「人権方針に記載することが考えられる項目の例」、つまり人権方

針の内容の例です。これまで経済産業省として、人権方針に記載すべき具体的項目を明示したことは無かったで

すが、今回は国連機関の資料等をもとに、あくまで例という形ではあるものの明記されました。各項目は以下の図

表 3 にまとめている通りで、資料上は抽象的な説明にとどまりますが、人権方針をこれから策定する企業担当者

にとっては指針になる内容です。 

本稿では、更にもう一歩踏み込んで企業担当者に参考になる情報を提供するため、「Ⅱ. 【実践に向けた参考

情報１】 人権方針の文章サンプル（項目別）」で実際の人権方針の文章の例を掲載しているので、是非そちらも

ご覧ください。 
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図表 3 人権方針に関する解説内容 

 

人権方針の策定ステップ 

以下のステップで人権方針を策定していくことができます 

①自社の現状把握 

②人権方針案作成 

③経営陣の承認 

④公開・周知等 

人権方針の内容例 

（※人権方針に記載することが 

考えられる項目の例） 

人権方針に含めるべき項目の例として以下が挙げられます 

①位置付け 

②適用範囲 

③期待の明示 

④国際的に認められた人権を尊重する旨のコミットメントの表明 

⑤人権尊重責任と法令遵守の関係性 

⑥自社における重点課題 

⑦人権尊重の取組を実践する方法 

（出所）経済産業省「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料」よりオウルズコンサルティンググループ

作成 

 

 Ⅰ-３. 「負の影響の特定・評価」の解説 

「負の影響の特定・評価」については、大きく 3 つのステップが示されました。 

ステップ①では、まず人権リスクが重大な事業領域・内容を特定します。社内でのヒアリングや国際機関等の公

開する一般資料、専門家との対話などを通して、人権リスクの特徴を把握します。人権リスクの把握の際に重要と

なる観点として、自社の事業分野（業種）、製品・サービス、展開地域、企業固有性（その他の自社特有の特徴）

の 4 つが示されました。た例えば、チョコレートメーカーであれば、主要原料のカカオはアフリカで多く生産され、

児童労働が発生していると国際機関が警鐘を鳴らしており、重要リスクとして児童労働を注視すべきです。こうし

た自社事業の特徴を把握することが最初の一歩となります。 

次にステップ②では、特に重要な人権リスクや事業領域について、詳細情報を整理します。人権リスクがどのよ

うな状況で何故発生しているのか等、背景を理解することでより効果的に取り組むことが出来るようになります。 

最後のステップ③では人権リスクの取り組み優先度評価を行います。一度にすべての人権リスクに取り組むこと

は出来ないため、人権リスクの深刻度や発生可能性などを考慮して、優先的に取り組むべきリスクを特定します。 

なお、全ての人権リスクの特定を一度に完璧にやる必要は必ずしもありません。人権リスクの分析・調査に何年

もかけてしまい、実際に人権リスクを防止・是正していく取組みが大きく遅れてしまっては元も子もないためです。

まずは本実務参照資料を参考にして人権リスクを広い視点で見て全体像を描き、その上で詳細分析のために調

査や外部ステークホルダーとの対話などを少しずつ進めていくことが重要です。実務参照資料上も「一定の初期

的なステップ②における調査をもとに暫定的にステップ③の優先順位を付けて、人権侵害リスクの防止・軽減へと

進めていく…（略）」と記載されています。またステップ①～③全体を完璧に出来なくても、特定したリスクについて

次の段階である「防止・軽減」を並行して進めていくことも十分に考えられます。 
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図表 4 人権侵害リスクの特定・評価の進め方 

 

 
（出所）経済産業省「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料」 

 

前述したステップ①では、国際機関などが指摘する一般的な人権リスク情報を考慮することも重要であるため、

その内容が「別添１参考資料」にまとめられています。こうした一般的な人権リスク情報は、これまで英語版しか存

在していなかったり、様々な機関に情報が分かれて掲載されていたりと、日本の企業担当者にとっては情報収集

することが大変な作業でした。別添１には日本語で様々な情報が 1 つにまとまっているので、最初の情報ソースと

しては使いやすくなっています。さらに一歩踏み込んだ追加的な情報ソースとして、本稿では「【役立つ追加情報

２】 人権リスクの特定に有用な Web ツール・資料紹介」を掲載しているため、こちらも是非ご覧ください。 

また、収集したリスク情報をどのようにまとめて分析すれば良いか悩む企業担当者の方も多くいます。そこで今

回公開されたのが「別添２」の Excel の作業シートです。ダウンロードしたシートに企業担当者が自社の場合の情

報を書き込んでいくことで、人権リスク情報を体系的に整理して分析しやすくなっています。 
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図表 5 人権侵害リスクの特定・評価の作業シート 

 

 

（出所）経済産業省「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料」 

 

 

II. 【実践に向けた参考情報１】 人権方針の文章サンプル（項目別） 

 

本稿では、更にもう一歩踏み込んだ情報提供として、実際の人権方針の文章の例をご紹介します。Ⅰ-２で説

明したような実務参照資料の内容も参考にはなりますが、「結局のところどんな文章で書けば良いのか？」と手が

止まってしまう企業担当者の方も多いと思われるためです。 

勿論、各社が自社の文脈に沿った人権方針を自分たちの言葉で紡ぎだすことにも意義があります。しかしなが

ら人権方針策定という最初の関門で足を止めてしまって、人権取組みが全く進まないようでは本末転倒です。本

稿を参考にしつつ、人権方針をより迅速に策定し、次の取組みステップへの進む企業が増えることを願います。 

以下では、実務参照資料で示された人権方針に含めるべき項目ごとに、実際の文章のサンプルをご紹介しま

す。あわせて記載している検討ポイントを中心に各社内で議論を深め、自社に即した人権方針の策定を進めて

いくことが可能になっています。 

 

[人権方針の項目①] 位置付け 

文章例 

 本方針は、〇〇社の経営理念に基づいて、人権尊重の取組みの方針を定めるもので

す。また本方針は、〇〇社の人権尊重への取り組みを規定する既存の文書（「調達方

針」「サプライヤー行動規範」等）の上位文書として位置づけます。 

 本方針は、〇〇グループの理念及び行動指針に基づき、人権尊重の取り組みについ

ての約束を示すものです。本方針は〇年〇月〇日に取締役会にて承認されました 

検討ポイント ①  社内の他文書との関係性は？ 
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「①位置付け」では、既に自社で策定済みの経営理念、行動指針、調達方針、サプライヤー行動規範などの文書

と、人権方針の関係性を検討し記載します。こうした他の文書と整合するように人権方針の内容を検討することも

重要です。 

 

[人権方針の項目②] 適用範囲 

文章例 

 本方針は、〇〇社及びその子会社の全ての役職員（役員、正社員・契約社員・臨時従

業員等を含むすべての従業員）に対し適用されます。 

 本方針の適用範囲は、〇〇社の役員（これに準ずる者を含む）および従業員（嘱託、パ

ート従業員、臨時従業員等、期間を定めて雇用される従業員を含む）とします。 

検討ポイント ① 社内の適用範囲はどこまでか？ 

「②適用範囲」では、人権方針が適用される人の範囲をなるべく具体的に記載します。 

 

[人権方針の項目③] 期待の明示 

文章例 

 〇〇社は、ビジネスパートナー、サプライヤーおよびその他の関係者に対して、本方針

を支持し類似の方針を採用するように継続して働きかけ、協働して人権尊重を推進しま

す。 

 〇〇社は、本方針を〇〇社が影響を及ぼすことができるビジネスパートナーおよびそ

の他の関係者に対しても働きかけていきます。 

検討ポイント ① 社外のどのようなステークホルダーに何を期待するか？ 

「③期待の明示」では、自社の取引先をはじめとする関係者に対する人権尊重への期待を記載します。サプラ

イチェーン／バリューチェーン全体で人権尊重を進めていく上では、外部の関係者の協力が不可欠なためです。

自社の場合は社外のどのような関係者に言及すべきか検討します。サプライヤー以外の連携先や販売先なども

含めた表現としては「ビジネスパートナー」がよく使われます。ここに記載した関係者に対しては、何らかの文書

（契約書、調達ガイドラインなど）も通して人権方針の内容を周知することが望ましいでしょう。 

 

[人権方針の項目④] 国際的に認められた人権を尊重する旨のコミットメントの表明 

文章例 

 〇〇社は、国際的に認められている「国際人権章典」（世界人権宣言と国際人権規約）

及び国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」に規

定された人権を尊重します。また、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づ

いて事業活動を行います。 

 〇〇社は、世界のすべての人々が享受すべき基本的人権について規定した「国際人

権章典」、労働における基本的権利を規定した国際労働機関（ILO）の「労働における

基本的原則及び権利に関する ILO 宣言」、「先住民族の権利に関する国際連合宣言」
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等の、人権に関する国際規範を支持、尊重します。また、本方針は国連の「ビジネスと

人権に関する指導原則」に基づいて策定しています。」 

 〇〇グループは「世界人権宣言」、「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」

および「国連グローバル・コンパクト 10 原則」を含めた国際的な人権基準を支持してい

ます。 

検討ポイント ① どの国際規範を支持・尊重するか？ 

「④国際的に認められた人権を尊重する旨のコミットメントの表明」では、自社が支持・尊重する国際的な規範

を具体的に挙げます。一般的に言及されることが多い国際規範は以下のとおりです。 

他にも自社の事業に関連性の強い、個別テーマの国際規範を言及することも望ましいでしょう（例えば「先住民

族の権利に関する国際連合宣言」など）。自社の方針で言及する国際文書は、各原文の内容を確認して、自社

の遵守状況などを確認・議論する必要があります。 

【一般的に言及されることの多い国際規範】 

・「国際人権章典」（＝「世界人権宣言」、「市民的および政治的権利に関する国際規約」、 

「経済的、社会的および文化的権利に関する国際規約」の 3 文書の総称） 

・「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」（ILO） 

・「ビジネスと人権に関する国連指導原則」（国連）      

・（国連グローバル・コンパクトに署名している場合）「国連グローバル・コンパクトの 10 原則」 など 

 

[人権方針の項目⑤] 人権尊重責任と法令遵守の関係性 

文章例 

 〇〇社は、事業活動を行う各国・地域で適用される法令を遵守します。 

 ただし、各国・地域の法令と、国際的な人権の原則の間に矛盾がある場合には、国際

的な人権の原則を尊重する方法を追求していきます。 

検討ポイント ① 各国・地域の法令と国際的な人権の原則の間に矛盾がある場合にどうするか？ 

「⑤人権尊重責任と法令遵守の関係性」では、事業を行う国や地域の法令を遵守する旨は、当然のこととして

記載しやすいでしょう。論点となりやすいのは、「各国・地域の法令と国際的な人権の原則の間に矛盾がある場合

にどうするか？」という点です。 

一部の国や地域では、その国や地域の法令の規定が、国際的に認められた人権の原則と比較してより低い水

準にある場合があります。具体的には、例えば国の方針として一部の人への差別的な対応が許容・奨励されてい

ることもあります。そのような場合も、国際的に認められた人権の水準を優先的に守るよう追求することが、企業に

求められているのです。その点を、上記の例文のような表現で記載することが考えられます。 

 

[人権方針の項目⑥] 自社における重点課題 

文章例 

 〇〇社は、すべての役職員、お客様、地域社会の人々、ビジネスパートナー、その他

のステークホルダーの人権を尊重します。あらゆる差別、強制労働、児童労働、非人道

的な扱い等を禁止し、結社の自由や賃金、労働時間、安全管理等を含めた適切な労
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働条件・環境を守ります。またお客様に安全な製品・サービスを提供し適切な情報開示

を行うとともに、地域社会の人々に事業活動が影響を与える可能性を考慮して地域社

会との共生を図ります。さらに人権を守るだけでなく人権についてポジティブな影響をも

たらす支援にも積極的に取り組みます。 

 〇〇社は、人権に関する当面の重点課題を別表「人権に関する重点課題」の通り設定

し、これらについて、本方針に基づき人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築し、 

適切に実施していきます。なお、当該重点課題については、社会環境の変化や事業の

動向などを踏まえ、適宜見直しを図っていきます。 

検討ポイント 
① 自社が配慮すべき人権は誰のどのような権利何か？ 

② 自社が特に重点的に取り組むべき人権は何か？ 

「⑥自社における重点課題」では、自社が配慮すべき人権の種類を挙げます。業種や業態などによって、企業

が配慮すべき人権の種類も変わってくるため、自社に即した内容を検討することが重要です。まずは自社が影響

を与える可能性のある人権を広く挙げると良いでしょう。さらにもし既に「自社が特に重点的に取り組む人権」が特

定できている場合は、明記すると良いでしょう。このとき、重点的に取り組む人権は経年で変化していくため、別紙

に示しておくと定期的に見直しやすくなります。 

 

[人権方針の項目⑦] 人権尊重の取組を実践する方法 

文章例 

 ＜人権デュー・ディリジェンス＞ 

 〇〇社は、人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築し、これを継続的に実施し

ます。人権デュー・ディリジェンスとは、自社・グループ会社及びサプライヤー等に

おける人権への負の影響を特定し、防止・軽減し、取組の実効性を評価し、説明

責任を果たすために実施する一連の行為を指します。 

 〇〇社は、人権デュー・ディリジェンスの仕組みを通じて、人権への負の影響を特

定し、その防止・軽減、取り組みの実効性評価、説明責任の履行に取り組みま

す。 

 〇〇社は、本方針に基づく人権尊重の取り組みや人権デュー・ディリジェンスの実

施状況について、〇〇社の Web サイト及び年次発行するサステナビリティレポー

トで報告していきます。 

 ＜是正・救済＞ 

 〇〇社が人権に対する負の影響を引き起こした、または負の影響を助長したこと

が明らかになった場合、適切な手段を通じて、その是正・救済に取り組みます。ま

た直接人権への負の影響を助長していない場合でも、事業、製品またはサービス

を通じて人権への負の影響とつながっている場合、〇〇社は、ビジネスパートナ

ーやサプライヤーその他の関係者に対して影響力を行使し、適切な対応が取られ

るよう促します。 

 自らの事業活動において人権への負の影響が生じた場合は是正に向けて適切

に対処します。またビジネスパートナーやサプライヤーにおいて人権への負の影
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響が引き起こされ、自社の事業等が人権の負の影響に関連している場合、〇〇

社は当該関係者に対し、人権を侵害しないよう働きかけます。 

 ＜対話・教育＞ 

 〇〇社は、本方針の㇐連の取り組みにおいて、独⽴した外部からの人権に関する

専門知識を活用するとともに、関連するステークホルダーとの対話・協議を誠意を

もって実施します。 

 〇〇社は、実際のまたは潜在的な人権への負の影響に関する対応について、関

連するステークホルダーと対話の機会を確保しつつ、誠意をもってステークホルダ

ーとの協議を行っていきます。 

 〇〇社は、本方針が効果的に実施されるよう、全ての役職員（役員、正社員・契約

社員・臨時従業員等を含むすべての従業員）に対して適切な教育と研修を行うと

ともに、本方針が企業活動全体に定着するように必要な手続きの中に反映しま

す。 

 ＜体制・責任者＞ 

 本方針実施の責任者を置き、当該責任者は本方針が遵守されているか監督する

責任を負います。 

検討ポイント 
① 自社は人権尊重のためどのような取組を行うか？ 

② 責任者・体制は？ 

「⑦人権尊重の取組を実践する方法」では、具体的に自社が実践していく人権取組みを記載します。人権尊

重のガイドラインで示された人権デュー・ディリジェンスや救済、ステークホルダーとの対話等について言及すると

良いでしょう。また、自社独自の取組みがあれば明記することも望ましいでしょう。 
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III. 【実践に向けた参考情報２】 人権リスクの特定に有用な Web ツール・資料紹介 

人権侵害リスクを特定するために有用な情報が、今回の実務資料の別添１にも多く掲載されています。しかしこ

れ以外にも外国政府や民間団体が作成している Web ツールや資料の中に、非常に使いやすいものも多くありま

す。本稿では無料で使えるツール・資料に絞って、企業の実務担当者が活用しやすいものをご紹介します。 

 

図表 6 人権リスクの特定に有用な Web ツール・資料（無料） 

 

ツール・資料名 内容 言語 

Responsible Sourcing 

Tool 

（米国国務省、Verite） 

業種や製品・サービスごとに児童労働・強制労働の国別のリ

スクをマッピングする Web ツール 

英語 

（ブラウザの機

能で翻訳可能） 

CSR Risk Check 

（オランダ外務省、MVO） 

製品・サービスと国ごとに、環境・人権リスク（定性的な情報中

心）をまとめてレポート化できる Web ツール 

英語 

 

業界毎に重要な人権課題  

（経済人コー円卓会議） 

業種別（7 業種）の人権リスクをまとめたレポート（日本企業や

NGO の声が反映されています） 

日本語 

フェアトレード・リスクマップ 

（Fairtrade International） 

国毎の人権・環境リスクや産品毎の人権・環境リスクを可視化

する Web ツール（定量・定性データ含む） 

英語 

（ブラウザの機能

で翻訳可能） 

（出所）オウルズコンサルティンググループ作成 

 

 

  Ⅲ-１. Responsible Sourcing Tool （米国国務省、Verite） 

 

Responsible Sourcing Tool 

発行者 米国国務省、Verite 

言語 英語（ブラウザの翻訳機能で日本語訳可能） 

内容 
業種（11 業種）や製品・サービス（43 種）ごとに児童労働・強制労働の国別のリスクをマ

ッピングする Web ツール（リスクの詳細情報の解説もあり） 

 

米国国務省が出資して作成された「Responsible Sourcing Tool」は児童労働・強制労働のリスクの国別マッピ

ング（視覚化）の Web ツールです。世界のどの国・地域においてどの産品で児童労働・強制労働の疑いがあるか

を一覧化している「List of Goods Produced by Child Labor or Forced Labor（児童・強制労働の疑いがある

産品リスト）」（米国国務省発行）をもとに作成されています。 

使い方は簡単です。「VISUALIZE RISK（リスクを可視化する）」のページで、自社に合った「INDUSTRY
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（産業）」か「COMMODITIES（産品）」を選びます。（例えば、コットンやパーム油等の原料や、運輸業などのサ

ービスを選択できます）すると、設定した条件において、児童労働や強制労働が発生している国が地図上に示さ

れます。さらに画面を下にスクロールするとリスクの詳細解説文を読むことが可能です。（ブラウザの機能を使って

Google 翻訳などで日本語化すると読みやすくなります） 

図表 7 Responsible Sourcing Tool （画面イメージ） 

 
（出所）Responsible Sourcing Tool Web サイトよりオウルズコンサルティンググループ作成 

 

本ツールは地図の形で可視化されることで直感的にリスクを把握しやすく、詳細情報も読むことが出来るため

企業担当者にとっても使いやすくなっています。 

しかし、もし本ツール上では自社の重要製品・サービスが出てこなかった場合は、先に言及した「List of Goods 

Produced by Child Labor or Forced Labor（児童・強制労働の疑いがある産品リスト）」（米国国務省発行）を今

一度確認することをおすすめします。同リストの方が広い産品を対象に掲載されているためです。同リストは実は

2022 年 9 月に経済産業省が発行した人権尊重に関するガイドラインで、参考資料（海外法制の概要）のページ

に「別表２」（PDF の P.58―P.63）として日本語仮訳が掲載されていますので、あわせてご参照ください。 
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  Ⅲ-２. CSR Risk Check （オランダ外務省、MVO） 

 

CSR Risk Check 

発行者 オランダ外務省、MVO 

言語 英語 

内容 
製品・サービスと国ごとに、環境・人権リスク（定性的な情報中心）をまとめてレポート化で

きる Web ツール 

 

オランダ外務省が出資して作成された「CSR Risk Check」は、製品・サービスと国ごとに、環境・人権リスクをま

とめてレポート化できる Web ツールです。上述の「Responsible Sourcing Tool」とは違って地図へのマッピング

はされませんが、広い環境・人権リスクについて国別の情報を一気に収集出来る点は有用です。本ツールは、

様々な機関が発出する CSR に関連するレポート約 3000 件をデータソースとして、レポートを自動生成します。 

こちらも使い方は簡単で、「START THE CHECK」ページで、「SELECT A PRODUCT or SERVICE（製

品やサービスを選ぶ）」と「SELECT THE COUNTRY OF ORIGIN（原産国を選ぶ）」で製品・サービスと国を

選択し（メールアドレスの入力欄がありますが記入は任意）、「SHOW RISK AND ADVICE（リスクとアドバイスを

表示する）」を押すと、レポートを生成できます。 

自社の拠点がある国やサプライチェーン上で関与している国など、特に人権リスクを把握したい国が絞り込め

ているときには、是非ご活用ください。 

 

図表 8 CSR Risk Check （画面イメージ） 

 

 
（出所）CSR Risk Check Web サイトよりオウルズコンサルティンググループ作成 
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  Ⅲ-３. 業界毎に重要な人権課題 レポート（経済人コー円卓会議） 

 

業界毎に重要な人権課題 （レポート） 

発行者 NPO 法人 経済人コー円卓会議 日本委員会 

言語 日本語 

内容 
業種別（7 業種）の人権リスクをまとめたレポート 

（日本企業や NGO の声が反映されている） 

 

 国内では経済人コー円卓会議日本委員会が発出している「業界毎に重要な人権課題」というレポートも参考

になるでしょう。対象としている 7 業種（製造業、化学・建築材料業、消費財業、食品・飲料業、製薬業、運輸・物

流業、アパレル）について、どのような人権課題がバリューチェーン上のどこで発生しうるかをまとめています。日

本企業や NGO による議論ももとに毎年更新されているレポートであるため、日本企業特有の課題を理解する際

にも有用です。 

 

図表 9 「業界毎に重要な人権課題」 （レポートイメージ） 

 

 

（出所）経済人コー円卓会議 Web サイト 
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  Ⅲ-４. フェアトレード・リスクマップ （Fairtrade International） 

 

フェアトレード・リスクマップ 

発行者 Fairtrade International 

言語 英語（ブラウザの翻訳機能で日本語訳可能） 

内容 
国毎の人権・環境リスクや産品毎の人権・環境リスクを可視化する Web ツール（定量・定

性データ含む） 

 

国際 NGO フェアトレード・インターナショナルが 2023 年に公開した新しいツールが、Fairtrade Risk Map で

す。国毎の人権・環境リスクや産品毎の人権・環境リスクを可視化することができます。 

9 つの主要な人権・環境リスク（労働者の権利、児童労働、強制労働、ジェンダー、差別、生活収入、生活賃金、

気候変動、水・生物多様性）について、129 か国のリスクデータが一覧化されます。またコーヒー、カカオ、バナナ

をはじめ 17 の製品毎のリスク情報も順次公開しています。国際機関等が公開する定量データや NGO 独自に収

集した情報をもとにしています。 

こちらも使い方はシンプルです。まず国別のリスクを見るには、「COUNTRY」のページで国を選択し、出てくる

ポップアップ画面で「RISK ASSESSEMENT」を押すと、以下の画像のように国のリスク情報が一覧化されます。

また製品別の情報を見るには、「COMMODITY」のページで製品を選択すると、当該産品の特に重要な人権・

環境リスクの解説が表示されます。（ブラウザの機能を使って Google 翻訳などで日本語化すると読みやすくなり

ます） 

 

図表 10 フェアトレード・リスクマップ （画面イメージ） 

 

 
（出所）フェアトレード・リスクマップ Web サイト 

中程度 要注意 特に要注意
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 企業が人権リスクを特定していく際、まずはこうしたツールを活用して自社の業界や展開地域におけるリスク

の全体観を掴むことは非常に重要です。まずは粗くても自社の関係する人権リスクの全体像を把握し、その上で

社内外のステークホルダーとの対話を通してリスク評価をブラッシュアップしていくことが、今多くの日本企業にと

って必要なアプローチです。本稿を活用して、より多くの企業の人権への取組みが加速することを願います。 
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